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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 136,941 1.4 2,970 - 3,158 -
13年 9月中間期 135,113 3.5 △ 759 - △ 186 -
14年 3月期 307,898 4,686 5,692

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 6,079 - 55.44 -
13年 9月中間期 △ 483 - △ 4.41 -
14年 3月期 △ 7,831 △ 71.41 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）  14年 9月中間期  109,662,690  株   13年 9月中間期  109,663,521  株   14年 3月期   109,663,265  株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 212,194 90,572 42.7 825.92
13年 9月中間期 227,256 92,842 40.9 846.61
14年 3月期 257,608 85,062 33.0 775.68
(注)期末発行済株式数（連結）   14年 9月中間期  109,662,370  株   13年 9月中間期  109,663,521  株   14年 3月期  109,663,010  株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 13,030 △12,857 △10,786 29,305
13年 9月中間期 12,142 △ 9,025 △ 1,494 36,546
14年 3月期 21,591 △ 19,747 3,085 39,853

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   16  社   持分法適用非連結子会社数  0  社   持分法適用関連会社数  0  社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  1  社     （除外）  0  社   持分法（新規）  0  社   （除外）  0  社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 314,000 10,000 9,600
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   87 円  54 銭

（注）上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動

　　　および経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきく

　　　ださい。

　　　なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の7 ページをご参照ください。

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

１株当たり株主資本

営業活動による 投資活動による
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高

 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
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１．企業集団の状況 
 

企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        連結子会社        その他の関係会社  
 

※ ㈱トレードビジョンは、重要性が増したため、当中間期より連結の範囲に含めております。 
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２．経営方針 

 

(1)経営の基本方針および目標とする経営指標 

日本ユニシス・グループは、昨年度より成長力と競争力を併せ持つ活力ある「新生日本ユニ

シス」となることを目指した新経営方針「Re-Enterprising」を掲げ、企業価値を最大化し、そ

の成果を株主、顧客、従業員に還元すべく努力を続けております。当中間期は「Re-Enterprising」

の主旨の更なる反映、徹底を行うため、基本方針を「ビジネス創造」とし、具体的な活動方針

として、 

１．高い顧客価値を競争力のある価格で提供 

２．新たなビジネスモデルによる収益源開拓 

３．プロフェッショナルとしての判断、行動 

という３点を掲げ、これらを「Re-Enterprising2002」と銘打ち、事業活動を推進しておりま

す。 

また、上記経営計画の実行により、平成 15 年度には連結 ROE10％超を達成することを目標

としております。 

 

(2)利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、市場ニーズを的確に把握し、競合力の高い商品の開発および戦略

的な投資を積極的に推進すると同時に、より一層のコスト削減、財務体質の強化を実施し、継

続的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

 

(3)会社の経営管理組織の整備等の関する施策 

 平成 13 年 7 月に導入した執行役員制にもとづき、経営管理機能と業務執行機能の分離を積

極的に進めており、現在 24 名（取締役との兼任者 11 名含む）の執行役員が分担された業務を

遂行しております。 

 

(4)関連当事者との関係に関する基本方針 

当社は、三井物産株式会社および米国ユニシス・コーポレーションの関連会社であり、ユニ

シス・コーポレーション製のプロダクトを日本国内で提供し、これらのプロダクトの仕入れに

関して三井物産株式会社を代行機関としており、そのため 3 社間で綿密な協力体制を敷いてお

ります。 
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(5)会社の対処すべき課題 

わが国経済は依然として低迷しており、景気回復にはまだ時間がかかることが予想されます。

このような環境の中、各企業はいかに効率よく事業展開を行うかを重要課題としており、その

課題を解決するために、IT を必要不可欠のものと位置付けております。IT 業界も厳しい競争

が繰り広げられておりますが、当社といたしましては、お客様の経営に役立つ IT サービスを

提供し、お客様のベストパートナーを目指して新しい技術の獲得、サービスの創造に努力して

いく所存であります。また、より強固な経営体質実現のために、成長分野への積極的な投資を

実施する一方、今後ともグループ企業全体でのコスト構造の改善を継続いたします。さらに、

各事業部、グループ企業を有機的に機能させることでグループ全体としての競争力強化を図り、

収益の拡大を推進してまいります。 
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３．経営成績および財政状態 

 

１．経営成績 

(1)当中間期の概況 

米国経済をはじめとする世界景気は減速の状況が続く中、日本経済も金融機関の不良債権

処理が進まず、経済回復への見通しも依然不透明な状況となっております。このような状況

の中、引き続き設備投資は抑制される傾向にあり、雇用環境も悪化の一途を辿っております。

しかしながら、情報システムは各企業の活性化には欠かせない存在となっており、IT 業界は

今後も持続的な成長が期待されております。 

 

このような環境下において、当社といたしましては、これまでのハードウェアを中心とし

たビジネスから、サービスビジネスを中心としたビジネスへと軸足を移しつつあります。変

化の激しい時期ではありますが、成長力と競争力を併せ持つ活力ある「新生日本ユニシス」

になることを目指して、新経営方針「Re-Enterprising」に基づき、全従業員一丸となりお客

様の IT ベストパートナーとしての「顧客価値創造企業」となるべく事業活動を展開してお

ります。 

 

具体的な事業展開につきましては、収益の柱である「金融」、「社会公共」等の業界別事業

部門と新たなビジネスモデルの構築を行う新規ビジネス部門を置き、安定した収益を維持し

つつ、新たなビジネスへの挑戦を続けております。 

全社的に注力しておりますアウトソーシング・ビジネスは、今後右肩上がりの成長が予測

されている分野であり、当社も次世代型アウトソーシング・サービスモデル「 PowerRental®」

の新サービスとして人材派遣業務支援サービス「E-StaffCreator」の提供を開始いたしまし

た。また、KPMG ビジネスアシュアランス株式会社との提携により情報セキュリティ分野の

サービス強化を行い、さらには、米国において既にアウトソーシング事業の 50％以上を占め

る BPO（Business Process Outsourcing）ビジネスを開始するなど、更なるビジネスの拡大

を目指して積極的に活動しております。 

また、当社は平成 12 年にマイクロソフト株式会社と次世代データセンタシステム分野で

の包括提携を結び、ビジネスの実績を積み重ねてまいりましたが、さらに、米国 Microsoft 

Corporation が発表した.Net（ドットネット）ビジネスを拡充するため、９月には「.Net ビ

ジネスディベロプメント」専任組織を発足いたしました。.Net は利用者に求められる「早く」、

「安く」、「簡単に」というニーズを満たすことができ、コストパフォーマンスのよいシステ

ムを提供できる技術であり、当社は、米国 Microsoft Corporation をはじめとしたグローバ

ルな戦略提携のもと、ビジネスの拡大を図っております。 

さらに、新しいビジネスユニットとして、新規ビジネス分野を開拓するビジネスアグリゲ

ーション事業部を新設するなど、今後も積極的に新しいビジネスに挑戦し、新たな収益源を

開拓してまいります。 
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  一方、ハードウェアにつきましては、大規模 Windows サーバ ES7000 シリーズをより多

くのお客様にご利用いただくため、サービス、サポート体制を強化し、拡販を目指しており

ます。また、６月にはシステムの信頼性、可用性、価格性能比を向上した ES7000／200 の

販売を開始いたしました。 

 

グループ経営につきましては、事業のミッションおよび戦略をより明確にし、収益力の向

上や独自技術の開発、差別化を目指し、分社化を行っております。当中間期は７月に e ラー

ニング等の教育事業を専門に行う日本ユニシス・ラーニング株式会社を設立いたしました。

また、エンジニアリング・ソリューションの開発、販売を強化するため、CAD／CAM シス

テム「CADCEUS®」および新・住宅設計システム「DigiD®」の営業を連結子会社である日

本ユニシス・エクセリューションズ株式会社へ移管いたしました。 

 

当中間期の連結業績につきましては、景気低迷に伴うＩＴ投資抑制や先送りの動きが拡が

る中、システムサービスやアウトソーシングを中心としたサービス・ビジネスが順調な伸び

を示し、売上高は１,３６９億４１百万円（前年同期比１ .４％増）となりました。利益面で

は、昨年来のコスト構造改革の効果や更なる販管費の抑制を図ったことに加え、厚生年金基

金の代行部分返上による退職給付費用の減少もあり、営業利益は２９億７０百万円（前年同

期比３７億３０百万円増）、経常利益は３１億５８百万円（前年同期比３３億４４百万円増）

とそれぞれ回復いたしました。また、中間純利益は、厚生年金基金代行部分返上差額を特別

利益に７７億９８百万円計上したことにより、６０億７９百万円（前年同期比６５億６３百

万円増）となりました。 

売上構成別に見ますと、サービス売上は７７６億８０百万円（前年同期比１０.４％増）と

増加いたしましたが、ソフトウェア売上は２２４億７９百万円（前年同期比１０.８％減）、

ハードウェア売上は３６７億８１百万円（前年同期比７.０％減）にとどまりました。 

   また、売上構成比率においては、サービス売上が５６.７％（前年同期５２.１％）、ソフト

ウェア売上が１６.４％（前年同期１８.６％）ハードウェア売上が２６.９％（前年同期２９.

３％）となりました。 

 

なお、中間配当金につきましては、通期の見通し等を勘案するとともに、株主の皆様への

安定的な利益還元を念頭におき、前年中間期同様１株につき３円７５銭といたしました。 

 

※ Windows は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または商標です。 
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(2)通期の見通し 

IT 業界においては、引き続き販売競争の激化が予想され、また、ユーザーにおいても景気

の不透明感から既存システムの更新需要を抑制する傾向にありますが、ERP や.Net ビジネ

ス、ES7000 関連をはじめとした新たな分野におけるビジネス拡大も見込まれ、平成１５年

３月期の業績見通しは、通期で２％の増収を計画しております。 

また、利益面につきましては、引き続きコスト抑制に努めるほか年金代行返上による影響

もあり、営業利益は１００億円（前期比１１３％増）、当期純利益も当中間期の特別利益計上

に伴って９６億円と大幅な改善を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

当中間期の現金及び現金同等物につきましては、営業用コンピュータの取得等の投資活動

における資金需要は営業活動によりまかなったものの、社債償還等の財務活動の結果、前期

末に比べ１０５億４８百万円減少の２９３億５百万円となりました。 

営業活動により得られた資金につきましては、税金等調整前中間純利益を１０８億９９百

万円（前年同期比１１２億１百万円増）、非現金支出費用である減価償却費１０４億７１百万

円（前年同期比９億６２百万円増）を計上いたしましたが、前期未払計上した特別退職支援

金１６５億３０百万円の支払い、厚生年金基金代行部分の返上に伴う退職給付引当金の取崩

し等の影響による引当金９２億９９百万円の減少、および売上債権・仕入債務の減少等の結

果、１３０億３０百万円（前年同期比８億８８百万円増）となりました。 

投資活動により支出した資金につきましては、主に営業用コンピュータ等の有形固定資産

９５億５８百万円（前年同期比４３億３９百万円増）の取得ならびに販売用およびアウトソ

ーシング用ソフトウェア等の無形固定資産３５億７７百万円（前年同期比１４億５８百万円

減）の取得等の結果、１２８億５７百万円（前年同期比３８億３２百万円増）となりました。 

財務活動による資金につきましては、主に社債償還１００億円の支出により、１０７億 

８６百万円の減少（前年同期比９２億９２百万円増）となりました。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

中間連結損益計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.4.1～H14.9.30 H13.4.1～H13.9.30 H13.4.1～H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

    

売上高 １３６，９４１ １３５，１１３ ３０７，８９８ 
    

売上原価 １００，２２０ ９７，５４３ ２２６，７７１ 

    
売上総利益 ３６，７２０ ３７，５６９ ８１，１２６ 

    
販売費及び一般管理費 ３３，７５０ ３８，３２９ ７６，４４０ 

    
営業利益（△損失） ２，９７０ △７５９ ４，６８６ 

    

営業外収益    
受取利息及び受取配当金 ９４ ２３６ ３０９ 

上場有価証券売却益 ２３ ３４６ ８４７ 
その他 ６１５ ５４７ ９７５ 

    
営業外費用    

支払利息及び社債利息 ５０４ ５３７ １，０３３ 
その他 ４０ １９ ９２ 

    

経常利益(△損失) ３，１５８ △１８６ ５，６９２ 
    

特別利益    
厚生年金基金代行部分返上差額 ７，７９８ － － 
貸倒引当金戻入額 ５４ １４３ ７３ 

その他 ４ － ３２ 
    

特別損失    
投資有価証券評価損 ７０ １５３ ２５１ 

特別退職支援金 － － １６，５３０ 
子会社事業構造改善費用 － － １，４５３ 

その他 ４６ １０６ ２６５ 

    
税金等調整前中間(当期) 

純利益(△損失) 
１０，８９９ △３０２ △１２，７０２ 

    

法人税、住民税及び事業税 ３９７ ５４１ ５，００７ 
法人税等調整額 ４，３３９ △５０６ △９，８９５ 

    
少数株主利益 ８２ １４６ １６ 

    
中間(当期)純利益(△損失) ６，０７９ △４８３ △７，８３１ 
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中間連結貸借対照表 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.9.30 H13.9.30 H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(資産の部)    
    

流動資産    
    
現金及び預金 ２９，３５０ ３２，２７０ ３４，９０１ 
受取手形及び売掛金 ５４，７９６ ６２，６６０ ８５，３８４ 
有価証券 － ４，４０１ － 
たな卸資産 ２４，４４０ ２５，６０４ ２２，００９ 
繰延税金資産 １３，２２８ ６，０２４ １２，６２６ 
その他 ５，４１６ ７，２３９ １２，２３４ 
貸倒引当金 △６７ △１３１ △１８３ 

流動資産計 １２７，１６４ １３８，０６８ １６６，９７２ 

    
    

固定資産    
    

有形固定資産    
    
機械装置及び運搬具 ２７，８２１ ２７，２６２ ２５，７５９ 
その他 １１，４９３ １３，４５６ １２，０６２ 

有形固定資産計 ３９，３１４ ４０，７１８ ３７，８２２ 

    
無形固定資産    
    
ソフトウェア １３，７８６ １１，３３７ １３，５４６ 
その他 ３８７ ４２０ ４０２ 

無形固定資産計 １４，１７４ １１，７５７ １３，９４８ 

    
投資その他の資産    
    
投資有価証券 ９，１３５ １０，００９ ９，６２３ 
繰延税金資産 ８，６３１ １０，８０２ １３，４８９ 
敷金 １２，３７４ １４，１２４ １４，２３０ 
その他 ２，０９６ ２，５０３ ２，１９７ 
貸倒引当金 △６９７ △７２８ △６７６ 

投資その他の資産計 ３１，５４１ ３６，７１１ ３８，８６４ 

固定資産計 ８５，０３０ ８９，１８７ ９０，６３５ 

    

資産合計 ２１２，１９４ ２２７，２５６ ２５７，６０８ 

 
 



日本ユニシス（連結） 

-  - 10

 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.9.30 H13.9.30 H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(負債の部)    
    
流動負債    

支払手形及び買掛金 ３１，６１２ ３０，６６７ ４１，０９３ 
短期借入金 ９，８０９ １１，６９６ １０，１６９ 
長期借入金(1 年以内) ９，３１７ ７，４６９ ８，２０９ 
社債(1 年以内) － １０，０００ １０，０００ 
未払法人税等 ４４２ ５９７ ３，４３８ 
未払費用 １２，３７０ １５，５１０ １４，２０２ 
引当金 １，１６２ １，２４４ １，４６０ 
その他 １８，７１７ １７，９３６ ３５，７３２ 

流動負債計 ８３，４３３ ９５，１２１ １２４，３０５ 

    
固定負債    

長期借入金 ２４，４５７ ２１，１７４ ２５，６７４ 
退職給付引当金 ５，３５２ １１，８６４ １４，２３６ 
その他の引当金 ８０３ ８６６ ８２８ 
その他 ６，０２８ ３，８３４ ６，０７７ 

固定負債計 ３６，６４２ ３７，７３９ ４６，８１６ 

負債合計 １２０，０７５ １３２，８６１ １７１，１２２ 

少数株主持分 １，５４６ １，５５２ １，４２３ 

(資本の部)    
    
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３ 
    
資本剰余金（資本準備金） １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 
    
利益剰余金（連結剰余金） ６８，６３０ ７０，７６５ ６３，００６ 
    
その他有価証券評価差額金 １，１７７ １，３１１ １，２９２ 
    
自己株式 △０ △０ △０ 

資本合計 ９０，５７２ ９２，８４２ ８５，０６２ 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

２１２，１９４ ２２７，２５６ ２５７，６０８ 
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中間連結剰余金計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.4.1～H14.9.30 H13.4.1～H13.9.30 H13.4.1～H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

    

（資本剰余金の部）    
    
資本剰余金期首残高 １５，２８１ － － 

    
資本剰余金中間期末残高 １５，２８１ － － 

    
（利益剰余金の部）    

    
利益剰余金（連結剰余金）期首残高 ６３，００６ ７１，７２０ ７１，７２０ 

    
利益剰余金増加高 ６，０７９ － － 

    
中間純利益 ６，０７９ － － 

    
利益剰余金（連結剰余金）減少高 ４５５ ９５５ ８，７１４ 

    
配当金 ４１１ ４１１ ８２２ 
役員賞与 ２４ ５９ ５９ 

連結子会社増加に伴う減少高 １９ － － 
中間（当期）純損失 － ４８３ ７，８３１ 

    
利益剰余金（連結剰余金）中間期末

（期末）残高 

６８，６３０ ７０，７６５ ６３，００６ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
項目 

H14.4.1～H14.9.30 H13.4.1～H13.9.30 H13.4.1～H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前中間(当期)純利益（△損失） １０，８９９ △３０２ △１２，７０２ 

減価償却費 １０，４７１ ９，５０９ ２０，６４６ 
特別退職支援金 － － １６，５３０ 

投資有価証券売却益 △２７ △３４６ △８８０ 

引当金の増減額 △９，２９９ １，５８１ ４，１３１ 
受取利息及び受取配当金 △９４ △２３６ △３０９ 

支払利息 ５０４ ５３７ １，０３３ 

売上債権の減少額 ３０，５８８ ３８，０７８ １５，３５４ 

たな卸資産の増加額 △２，４３１ △７，８１５ △４，２２０ 
仕入債務の減少額 △９，４８７ △２３，３９７ △１２，９３０ 

その他営業活動によるキャッシュ・フロー ２，２９５ ２５９ ２，５９４ 

小計 ３３，４１７ １７，８６８ ２９，２４７ 

利息及び配当金の受領額 ５９ ２３６ ３２２ 

利息の支払額 △５２１ △５３９ △１，０４３ 

特別退職支援金の支払額 △１６，５３０ － － 

法人税等の支払額 △３，３９３ △５，４２３ △６，９３５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １３，０３０ １２，１４２ ２１，５９１ 

    
投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △９，５５８ △５，２１９ △１１，９９６ 

有形固定資産の売却による収入 １２３ ４６ ２１３ 

無形固定資産の取得による支出 △３，５７７ △５，０３５ △１０，０１１ 

投資有価証券の取得による支出 △２１０ △５５８ △７２８ 

投資有価証券の売却による収入 ３２５ １，７１３ ２，６６２ 

その他投資活動によるキャッシュ・フロー ４０ ２６ １１２ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △１２，８５７ △９，０２５ △１９，７４７ 

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額 △３６０ △６１１ △２，１３８ 

長期借入金による収入 ２００ ２００ １２，６００ 

長期借入金の返済による支出 △３０９ △６６６ △７，８２６ 

その他の借入による収入 ２３０ － １，４０８ 

その他の借入の返済による支出 △１２８ － △１２９ 

社債の償還による支出 △１０，０００ － － 

配当金の支払額 △４１１ △４１１ △８２２ 

その他財務活動によるキャッシュ・フロー △８ △５ △５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１０，７８６ △１，４９４ ３，０８５ 

現金及び現金同等物の増減額 △１０，６１３ １，６２２ ４，９２９ 

現金及び現金同等物の期首残高 ３９，８５３ ３４，８７４ ３４，８７４ 
新規連結による現金及び現金同等物の増加額 ６４ ５０ ５０ 

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ２９，３０５ ３６，５４６ ３９，８５３ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 
（１）連結子会社の数 １６社 
      日本ユニシス・サプライ㈱ 
       ユニアデックス㈱ 
       日本ユニシス・ソフトウェア㈱ 他 

なお、当中間期より重要性が増したため㈱トレードビジョンを連結の範囲に含めております。 
 
（２）非連結子会社の数 ３社 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 

持分法を適用していない非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション、他２社）および

関連会社（㈱静岡ソフトバンク、他５社）は、それぞれ中間連結純損益および利益剰余金におよぼす影
響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法

を適用せず、原価法によっております。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 

連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は、㈱国際システム（中間決算日６月３０

日）であります。 
中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
               

① 有価証券  
その他有価証券 

イ． 時価のあるもの  中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 
 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 
 

② デリバティブ 時価法 
 

③ たな卸資産 
イ． 販売用コンピュータ  主として移動平均法による原価基準 

 

ロ． 保守サービス用部品他  移動平均法による原価基準 
 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 
① 営業用コンピュータ 
   (機械装置及び運搬具) 

 賃貸販売条件等に対応し主に５年で残存価額が零とな

る方法によっております。 
   
② ソフトウェア      

イ． 市場販売目的の 
ソフトウェア 

見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基

づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上
する方法によっております。 
なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っ

ております。 



日本ユニシス（連結） 

-  - 14

ロ． 自社利用の 
ソフトウェア 

見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 
なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っ
ております。 

 
（３）重要な引当金の計上基準 
 

貸倒引当金 
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒
懸念債権および破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 
 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により翌年度から費用処理しております。 
（追加情報） 

当社および一部の連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に
ついて、平成１４年６月２５日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
当社および一部の連結子会社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日にお
いて代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理してお

ります。 
当中間期末における返還相当額は４１，２０５百万円であります。 

 
（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 

外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 

 
（５）重要なリース取引の処理方法 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
（６）重要なヘッジ会計の方法 
 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約取引を、短期借入金の金利変動リス

クに対して金利スワップ取引をそれぞれヘッジ手段として行っております。 
ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当処理を行っております。 

 
（７）消費税等の会計処理 
 

税抜き方式を採用しております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随
時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。 
 
６．追加情報 
 
（１）物流関連費の計上区分の変更 

当社ビジネスプロセス見直しにより、倉庫が従来の商品の保管場所から、客先出荷に係る商品の検

収場所に変わったため、従来販売費及び一般管理費に計上していた商品に関する物流関連費（当中
間期８６２百万円）について、当中間期より売上原価に計上しております。 
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なお、この変更による営業利益、経常利益および税引前中間純利益に係る影響額はありません。 
 
（２）中間連結財務諸表における法人税等の会計処理 

連結子会社は、中間財務諸表における法人税等の会計処理を従来簡便法によっておりましたが、中
間決算における税金計算をより正確に把握する見地から、当中間期より原則法に変更いたしました。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較し、中間純利益は５２百万円多く計上されており
ます。 

なお、連結子会社の前中間期における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人
税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 

 
 
中間連結貸借対照表注記 
 
                                当中間期             前年中間期         前期       
１． 有形固定資産                                                                     

減価償却累計額 １２０，５８４百万円 １１３，９９８百万円 １１７，０９１百万円 

    
２．偶発債務 ６，０６７百万円 ７，３２４百万円 ６，８６８百万円 
                                                                                          
３．期末日満期手形の会計処理 
 

前年中間期末日および前期末日の満期手形の会計処理については、前年中間期末日および前期末日は、

金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 
なお、期末日満期手形の金額は次のとおりであります。 
  当中間期 前年中間期    前期 
受取手形 － 百万円 ９９５百万円 ３１百万円 
支払手形 － 百万円 ３３８百万円 ５０７百万円 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書注記 
 
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間（前期）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
                                                                                          

  当中間期  前年中間期  前期 
  百万円  百万円  百万円 

現金及び預金勘定  ２９，３５０  ３２,２７０  ３４，９０１ 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金      △４５  △１２５  △４７ 
有価証券(ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ他)  －  ４,４０１  － 
流動資産のその他 

（売戻し条件付き現先） 
 

－  －  ５，０００ 

現金及び現金同等物  ２９，３０５  ３６,５４６  ３９，８５３ 
 
 

５．セグメント情報 
 
（１）事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期、前年中間期および前期については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、そ
の他関連商品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 
 
（２）所在地別セグメント情報 
 

当中間期、前年中間期および前期については、在外連結子会社および在外支店がないため、所在地

別セグメント情報の記載を行っておりません。 
 
（３）海外売上高 
 

当中間期、前年中間期および前期については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、
海外売上高の記載を省略しております。 
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６．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 

当中間期における生産実績は次のとおりであります。 
 

品 目 
金額 前年同期比 

 百万円 ％ 

システムサービス ３８，３３２ △９．４ 

ソフトウェア ６，１５６ △２２．２ 

合計 ４４，４８９ △１１．４ 

 
（２）受注状況 

当中間期における売上区分別受注状況を示すと、次のとおりであります。 
  

区分 
受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

サービス ９１，５２３ △２．７ ９４，５５２ ＋０．２ 

ソフトウェア １８，９６４ ＋１２．２ ２８，６３６ ＋３．７ 

ハードウェア ４０，１６１ ＋１１．９ ３５，４４５ △１．２ 

合計 １５０，６４８ ＋２．６ １５８，６３４ ＋０．５ 

 （注）受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 

 
（３）販売実績 

当中間期における販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。 
 

区分 
金額 前年同期比 

 百万円 ％ 

サービス ７７，６８０ ＋１０．４ 

ソフトウェア ２２，４７９ △１０．８ 

ハードウェア ３６，７８１ △７．０ 

合計 １３６，９４１ ＋１．４ 
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７．有価証券関係 

 

Ⅰ．当中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 
 百万円 百万円 百万円 

(1)株式 ５，３５４ ７，３６６ ２，０１２ 
(2)債券 ２０ ２０ ０ 
(3)その他 ５０ ４９ △          １ 

計 ５，４２４ ７，４３５ ２，０１１ 

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券                                                                                   

非上場株式(店頭株式を除く)                  １，５８９百万円 

 

（注）有価証券の減損処理(その他有価証券で時価のある株式６０百万円、時価のない株式１０百万円)を行っております。 

 

Ⅱ．前年中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円 
(1)株式 ５，９９５ ８，２３９ ２，２４３ 
(2)債券 ２５ ２５ ０ 

計 ６，０２０ ８，２６５ ２，２４４ 

 
（注）その他有価証券で時価のある株式について６７百万円の減損処理を行っております。   

 
 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券                                                                                   

非上場株式(店頭株式を除く)                  １，２８０百万円 

その他                  ４，４０１百万円 

 

Ⅲ．前期末 

                                                     

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差        額 

 百万円 百万円 百万円 
(1)株式 ５，４５９ ７，６６０ ２，２０１ 
(2)債券 ２５ ２５ ０ 

計 ５，４８４ ７，６８５ ２，２０１ 

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券                                                                                   

非上場株式(店頭株式を除く)                  １，７６７百万円 

 

８．デリバティブ取引関係 

 

当中間期、前年中間期および前期については、すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため記載を

省略しております。 



平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 7日

上   場   会   社   名       日本ユニシス株式会社 上場取引所 東１部

コード番号       8056 本社所在都道府県

(URL  http://www.unisys.co.jp) 東京都

代表者　　　代表取締役社長　　 島田　精一

問合せ先　　責任者役職名　　　 コーポレートコミュニケーション部長

　　　　　　氏　　　　名　　　 龍岡　慎一 TEL (03) 5546 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 7日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 14年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 115,822 △3.1 1,443 - 2,067 37.9
13年 9月中間期 119,543 0.6 △ 1,374 - 1,498 117.3
14年 3月期 273,384 2,568 6,116

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 5,042 226.0 45.98
13年 9月中間期 1,546 165.4 14.10
14年 3月期 △ 4,376 △ 39.91
(注)①期中平均株式数   14年 9月中間期  109,662,690  株   13年 9月中間期  109,663,524  株   14年 3月期  109,663,265  株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 3.75 －
13年 9月中間期 3.75 －
14年 3月期 － 7.50

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 188,463 83,064 44.1 757.45
13年 9月中間期 203,791 84,902 41.7 774.21
14年 3月期 233,804 78,549 33.6 716.28
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期 　   109,662,370 株　13年 9月中間期    　109,663,524 株　14年 3月期    　109,663,010 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期          　1,154 株　13年 9月中間期 　             3 株　14年 3月期 　           514 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 267,000 7,600 7,900 3.75 7.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     72 円  04 銭

（注）上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動

　　　および経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきく

　　　ださい。

　　　なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の7ページをご参照ください。

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

- 19 -
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１０．中間個別財務諸表等 
 

中間損益計算書 
 

当中間期   前年中間期 前期 
科目 

H14.4.1～H14.9.30 H13.4.1～H13.9.30 H13.4.1～H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

売上高 １１５，８２２ １１９，５４３ ２７３，３８４ 
    
売上原価 ８６，９６５ ８８，３７２ ２０６，０６６ 

    
売上総利益 ２８，８５７ ３１，１７０ ６７，３１７ 

    
販売費及び一般管理費 ２７，４１３ ３２，５４４ ６４，７４９ 

    
営業利益(△損失) １，４４３ △１，３７４ ２，５６８ 

    
営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ４３４ ２，３９３ ２，５３６ 
上場有価証券売却益 ２３ ３４２ ８４３ 
その他 ６７８ ７１１ １，３１６ 

    
営業外費用    

支払利息及び社債利息 ４７８ ５５８ １，０６９ 
その他 ３４ １５ ７９ 

    
経常利益 ２，０６７ １，４９８ ６，１１６ 

    
特別利益    

厚生年金基金代行部分返上差額 ６，６７４ － － 
貸倒引当金戻入額 ５９ １４２ ７６ 
その他 ５４ － ３２ 

    
特別損失    

投資有価証券評価損 ７０ １５３ ２５１ 
特別退職支援金 － － １４，２５８ 
その他 ４４ ８６ １６４ 

    
税引前中間(当期)純利益(△損失) ８，７４０ １，４０１ △８，４４８ 

    
法人税、住民税及び事業税 ３ １０３ ２，７７５ 
法人税等調整額 ３，６９４ △２４８ △６，８４７ 

    
中間(当期)純利益(△損失) ５，０４２ １，５４６ △４，３７６ 

    
前期繰越利益 ３６，６６７ ４２，０４６ ４２，０４６ 

    
中間配当額 － － ４１１ 

    
中間（当期）未処分利益 ４１，７０９ ４３，５９２ ３７，２５８ 

     
       
(注)固定資産減価償却実施額  百万円  百万円  百万円 

 有形固定資産   ６，６６１  ６，８８０  １３，８８３ 

 無形固定資産   ２，９９９  １，９９８  ４，６０１ 
 計   ９，６６１  ８，８７８  １８，４８４ 
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中間貸借対照表 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.9.30 H13.9.30 H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(資産の部)    
    
流動資産    

    
現金及び預金 ２５，３４４ ２６，８５３ ３０，８２１ 
受取手形及び売掛金 ４５，０２４ ５５，１６１ ７６，５３７ 
有価証券 － ４，００１ － 
たな卸資産 １７，３４３ １８，８８１ １６，３５４ 
繰延税金資産 １０，０４２ ３，９０７ ９，４９９ 
貸付金 ９，２８５ ４，６５４ １２，２５０ 
その他 ３，８５９ ８，１０４ ５，９３１ 
貸倒引当金 △４８ △１１１ △１５９ 

    
流動資産計 １１０，８５１ １２１，４５３ １５１，２３６ 

    
    
固定資産    

    
有形固定資産    

    
営業用コンピュータ ２５，６５２ ２４，９８３ ２３，６９１ 
その他 ９，０２１ １０，１８１ ９，５９４ 

    
有形固定資産計 ３４，６７３ ３５，１６４ ３３，２８６ 

    
無形固定資産    

    
ソフトウェア １２，１９０ １０，１２５ １１，８５５ 
その他 ２６０ ２６７ ２６３ 

    
無形固定資産計 １２，４５１ １０，３９３ １２，１１９ 

    
投資その他の資産    

    
投資有価証券 １０，８１８ １１，５７７ １１，１７２ 
繰延税金資産 ６，８５１ ９，９８５ １１，００４ 
敷金 １１，５２２ １３，５５２ １３，５３５ 
その他 １，９６６ ２，３６５ ２，１０８ 
貸倒引当金 △６７１ △７００          △６５８ 

投資その他の資産計 ３０，４８７ ３６，７８０ ３７，１６２ 

    
固定資産計 ７７，６１２ ８２，３３８ ８２，５６７ 

    

資産合計 １８８，４６３ ２０３，７９１ ２３３，８０４ 
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H14.9.30 H13.9.30 H14.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(負債の部)    
    
流動負債    
    

支払手形及び買掛金 ２９，６２１ ２９，５３２ ４１，０１３ 
短期借入金 ８，４２０ １０，０１０ ８，６２０ 
長期借入金(1 年以内) ９，３０９ ７，４２６ ８，１８４ 
社債(1 年以内) － １０，０００ １０，０００ 
未払法人税等 ２６ ２５ ２，１１５ 
未払費用 ７，８８５ １０，７７５ ９，８６６ 
引当金 １，１５５ １，２４４ １，４５２ 
その他 １６，２２５ １５，５１６ ３２，４０９ 

    
流動負債計 ７２，６４４ ８４，５３０ １１３，６６２ 

    
固定負債    
    

長期借入金 ２４，４５７ ２１，１６６ ２５，６７４ 
退職給付引当金 ３，２７５ ９，０１３ １０，８０８ 
その他の引当金 ７２３ ８１３ ７４２ 
その他 ４，２９９ ３，３６５ ４，３６７ 

固定負債計 ３２，７５５ ３４，３５８ ４１，５９２ 

負債合計 １０５，３９９ １１８，８８８ １５５，２５４ 

(資本の部)    
    
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３ 
    
資本剰余金    
 
 

   
    資本準備金 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 
    
利益剰余金    
    
    利益準備金 １，３７０ １，３７０ １，３７０ 
    任意積立金 １８，０４０ １７，８６１ １７，８６１ 
    中間(当期)未処分利益 ４１，７０９ ４３，５９２ ３７，２５８ 

    
       利益剰余金計 ６１，１２１ ６２，８２４ ５６，４９０ 

    
その他有価証券評価差額金 １，１７８ １，３１２ １，２９４ 
 
自己株式 
 

△０ －              △０ 

資本合計 ８３，０６４ ８４，９０２ ７８，５４９ 

負債及び資本合計 １８８，４６３ ２０３，７９１ ２３３，８０４ 

 百万円 百万円 百万円 

(注) １．有形固定資産 
減価償却累計額 

１１１，９３６ １０５，９４２ １０８，５１７ 

 ２．保証債務 ５，２８０ ６，４４６ ６，０８５ 
    
    

 


